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研究成果の概要（和文）：資本主義市場経済が地球規模にまで外延的に拡大し、地球温暖化問題を初めとする地
球環境問題、資源問題が一層深刻化している。一方で、日本国内に目を転じると、地方消滅が心配されるほどに
地域創生が焦眉の課題となっている。本研究の成果は、これらの課題に対して「環境経営」という社会的共有価
値の創造が、企業をして社会的責任を実現させるとともに、地域創生にも不可欠な要素である点を明らかにした
ことである。
つまり，企業が環境に配慮しつつ、社会との連携を進め、環境技術を活用して動脈流と静脈流を統合する一方、
その地域特性を活かして地域内で価値循環することで地域創生に寄与しうる「環境統合型生産システム」を明ら
かにした。

研究成果の概要（英文）：The  capitalist market economy grew to a global scale, and global 
environmental problems such as global warming and the drain on resources are intensifying. On the 
other hand, in Japan, the revival and reconstruction of local economies and industries is an urgent 
problem given the concerns about local extinction. 
This research finds that the creation of social sharing value as "environmental management" helps 
enterprises to fulfill their social responsibility  and that this is an indispensable element in the
 revival and reconstruction of local economies and industries. In other words, this study clarifies 
that a production system that integrates environmental management such that it is a part of each 
process through the use of environmental engineering also leads to value circulation in cooperation 
with the local society and makes good use of the locality. 
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研究成果の学術的意義や社会的意義
興味深い環境経営の研究は地球環境問題の緊迫性を認識するものの、エコロジーとエコノミーの統一的追求，企
業の社会的責任としての環境経営論という枠内にとどまり理念としか示されない。そこで、調達された原材料に
付加価値を加えて新たに製品を創り出し，その製品を商品として市場で販売し利益をあげる一連の生産システム
活動の観点から考えるものの、有力なグループのその研究では現場主義の徹底といった現場レベルでの解決に留
まっている。本研究では共有価値としての「環境」を具体的な産業でどのように創造し、また長野県飯田市にお
ける地域の主体がどのように環境統合と地域創生をバランスさせているのかを明らかにしている。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
これまでわれわれは生産システムを歴史的に捉えてきた。まず高度経済成長期からバブル経

済期にかけての日本の生産システムをコストと多様性に対応しうる「柔軟統合型生産システム」
として捉え，次にバブル経済崩壊後の日本的生産システムの新展開に関して，グロ－バル化・
ICT 化・モジュ－ル化をキ－ワ－ドにその特質を「分散統合型生産システム」と捉えた。上述
の 2 つの生産システムの歴史的研究を引き継ぎつつ、地球温暖化問題をはじめとする地球環境
問題や企業倫理等企業の社会的責任が一層問われるようになってきた 21 世紀の生産システム
として、大量生産・大量消費・大量廃棄を前提とした生産システムから持続可能な社会を構築
しうる生産システム「環境統合型生産システム」へと転換すると規定した。 
この研究では、自然循環・生産循環・生命循環という生産活動を媒介として自然と生命の物

質循環を調整すること、そして生産から消費への流れ（動脈流）と、生産的消費・消費的消費
から生じる廃棄・排出を動脈流に還元する静脈流とを統合する発想であり，そのためには環境
技術を活用して、企業が社会との連携を進めながら環境に配慮する経営を追求する必要がある
と考え，以下の 3 点を明らかにしていた。第 1 に、地域の構成主体（ステイクホルダ－）が、
地域資源の強みを共有することである。第 2 に、その上で、実践的課題として、環境経営の理
念を地域資源の実態に合わせてブレ－クダウンして展開することである。そして第 3 に、環境
経営の各サイトが地域外のサイトも含めて如何にネットワ－クを構築し、事業ベ－スに乗せて
いくのかという点であった。 
われわれは以上のような生産システムを考えていたのだが、他方，現実の日本では地域創生

をいかにして図るのかという点が議論されつつあった。そこで、環境統合型生産システムの構
築とこうした地域創生という課題をいかにして結びつけるのかが問われたのである。 
 
２．研究の目的 
 そこで，この問題の解決に当たって，「環境経営」という社会的共有価値を具体的に創造する
過程を分析することで果たそうとした。つまり，われわれは，鉄鋼，電力，自動車，家電，建
築，プラスチック等の具体的な産業において，企業は環境に配慮するという企業理念のもと，
どのようにして地域社会と連携し、環境技術を活用して動脈流と静脈流の統合を実現している
のかを検討しようとした。それとともに，環境経営の先駆的な地域である長野県飯田市での展
開を分析することで，地域創生との関係をも検討しようと考えた。 
 
３．研究の方法 
 本研究は，以下の示している研究分担者と構成する生産システム研究会での共同研究として
進めた。そして，理論研究については毎月開催される上述の生産システム研究会で検討を重ね、
必要に応じて、環境に関する各分野の専門家を招聘し、研究会を行った。実態調査については、
日本、ドイツ、中国を対象として、研究代表者，分担者個々でも行うとともに，研究会として
訪問して，地域別・産業別にヒアリング調査を行った。その際，政策・社会制度と不可分な研
究であるため、各地域の政策・制度の調査・分析もあわせて行った。 
 以上の研究成果は，所属する学会での発表，著書，論文へのまとめと公表等で社会に伝える
とともに，その評価に接して一層ブラッシュアップを図った。 
 
４．研究成果 
 その研究成果として，中瀬・田口の編著書として，2019 年 3 月，文眞堂より『環境統合型生
産システムと地域創生』を刊行した。「第 1部 生産システムの現代的課題と環境革命」として
理論編を設け，「第 2部 環境統合型生産システムの産業展開」として，具体的に電力産業，鉄
鋼産業，半導体産業，自動車産業，電機産業，化学産業，建設産業と具体的に産業ごとの状況
を扱い，「第 3部 環境統合型生産システムと地域創生の取り組み(地域展開)｣として，長野県飯
田市のあり方を議論している。このように，当初の研究目的に即した共同研究の成果として本
を出版しえた。 
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